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生徒募集の推進にむけた各種研修

以下のテーマにて、各種研修を実施。参画校サイトにて研修詳細を都度ご案内致します。
ノウハウや情報提供型、事例提供、ワークショップ型等様々な形式で実施中

年間スケジュールはこちら　　
参画校サイト＞全体の流れ（令和7年度）
https://www.c-mirai-sankaku.info/zenntai_r7/

https://www.c-mirai-sankaku.info/zenntai_r7/


自己紹介

■経歴
・島根県出身・大学卒業後、民間企業を経て、島根に Uターン
・2014年ー2018年島根県立横田高魅力化コーディネーター
産学官連携事業 /全国生徒募集 /魅力化ビジョン策定　等
・2017年（一財）地域・教育魅力化プラットフォームに参画

■主な業務
・2019～2020年　高校魅力化コンソーシアムモデル構築事業（島根県教育委員
会）
・2019～2020年　地域との協働による高校改革推進事業学校（文部科学省）再
委託
・2022～2024年　普通改革推進事業 _全国高校プラットフォーム構築事業（文部
科学省）再委託
・2024年　経済産業省「未来の教室」実証事業採択「 企業人材の派遣を通じた地
域のリソース獲得推進モデルの確立」

■その他：
・2019年～2023年島根大学社会教育主事講習　社会経営論　講師
自治体職員研修講師、島根県立安来高校コンソーシアムアドバイザー　等

（一財）地域・教育魅力化プラットフォーム
地域みらい留学本部
自治体・学校伴走事業部・ネットワーク推進事務局
事業マネージャー

田中　りえ

一人娘が中学1年生に✨



１．情報提供
　　高校コーディネーターに関する 最新動向
　　・配置状況の傾向

２．配置に関する財源情報まとめ

３．事例紹介
　　企業人材による生徒募集業務支援の実践

　宮崎県えびの市・飯野高校　 地域活性化起業人（副業型）

 　 パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社　金子 彩さん

４．ご案内

内容
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あなたの自治体・高校のコーディネーター配置の状況は？
（高校生と地域をつなぐコーディネーターやハウスマスター）

チェックイン

１．現在、コーディネーターが１名以上配置されている

２．現在、コーディネーターは配置 検討中

３．現在、募集をかけているが、苦戦中・・・・！



A．そもそも理解の壁
「どんな人が適任？」「何をしてもらうの？」といった基本的な問い
が、導入のハードルになることもあります。

B．財源の壁
予算が限られていて、新たな人材配置は難しい

C．人材確保の壁
求人を出しても「知られていない」「応募がない」という声も

D.   活躍の壁
「配置はしたけれど、現場でどう動いていいかわからない」「受け入
れ側の理解不足」といったミスマッチも。

5

多くの自治体・高校が直面する課題
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１．情報提供
　　高校コーディネーターに関する最新動向
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令和7年度コーディネーター等地域人材の配置状況

地域みらい留学生に関わる地域人材（コーディネーター、ハウスマスター、寮運営

スタッフなど）は、 2025年5月時点で全国 473人に拡大（+160人）

参画校172校のうち115校（66％）で配置が進み、地域全体で生徒の学びと暮らし

を支える体制が広がっている。（回答数 134校）
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令和7年度コーディネーター等地域人材の配置状況

地域みらい留学の学びと暮らしを支える人材は、生活支援（ハウスマスター・寮スタッフ）を中心に

拡大。財源も市町村や都道府県、国、民間助成など多様化が進み、地域ぐるみの受け入れ体制

が定着しつつある。

●業務内容の割合（計 473人） ●財源内訳（計 348人）

274人
（前年153人）

+121人

94人
（前年87人）

＋7人

105人
（前年72人）
＋33人

※ハウスマスター・寮スタッフは130校に配置
（平均3.3人／校、中央値2人）ほとんどの学
校が少人数体制で運営。最頻値は1人で、単
独担当・兼務体制が中心。約7割が4人以下
であり、“最小限の体制で運営している学校が
大 多 数 ”。
一方で、5〜9人の層が2割弱存在。

※高校CN調査は
次ページ参照
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文科省  高校コーディネータースタートガイドブック

▼新たにコーディネーターに着任された方は必見！

　
https://cn-miryokuka.jp/1110/

弊財団は、文部科学省委託事業「高校コーディネーター全国プラットフォーム構築事業」にて、高校コーディネーター（高校
CN）のためのガイドブックを作成。
本資料は文部科学省ホームページ（新時代に対応した高等学校改革推進事業）にて公開されています。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/shinko/1366335_00003.htm
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データでみる高校コーディネーター（文科省公表資料より）

本資料は文部科学省ホームページ（新時代に対応した高等学校改革推進事業）にて公開

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/shinko/1366335_00003.htm
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高校コーディネーターの受け入れのチェックリスト（ P30）
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高校コーディネーターガイド（ WEBリニューアルのお知らせ）

https://cn-miryokuka.jp/

「高校コーディネーターガイド」は、高校と地域をつなぐ“高校コーディネーター”の役割や活動内容、配置に
向けた情報をまとめた情報サイトです。コーディネーターに関心のある方や、すでに活動中の方、配置を
検討している自治体関係者 の方に向けて、様々な情報を発信していきます。
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高校コーディネーターガイド（ WEBリニューアルのお知らせ）

https://cn-miryokuka.jp/

コーディネーターに関心のある方や、すでに活動中の方、配置を検討している自治体関係者 の方に向け
て、「先輩コーディネーターのインタビュー」「実態調査（雇用形態など）」も含めて公開

　※高校コーディネーターに関連する情報を随時アップします
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【募集】コーディネーターの求人掲載（ 2025年度内：無料掲載）

掲載を希望される自治体様は、

①自治体名　②写真（横サイズ　1枚のみ）
③URL　③雇用形態　④掲載期間　

を事務局までお知らせください。
3営業日以内に掲載いたします。

　info@c-mirai.jp 　担当鈴木

WEBサイトに求人情報の掲載が可能です　　https://cn-miryokuka.jp/recruit/
　

https://cn-miryokuka.jp/recruit/
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２．配置に関する財源情報まとめ
　・３つのコーディネート機能
　・財源一覧
　・文部科学省
　・総務省
　・内閣府
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コーディネート機能の位置付け

• 「社会に開かれた教育課程の実現」と「高校を核とした地方創生・地域力創造」の持続可能な好循環を生

み出すためには、コーディネート機能の充実が重要

• コーディネート機能を分類とすると大きく３つに整理できる

2019年　文部科学省「高校と地域をつなぐ人材の在り方に関する研究会」

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1418217.htm　

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1418217.htm


学校と地域をつなぐコーディネーター配置の効果

● コーディネーター配置により社会に開かれた教育課程の実現と、高校を核とした地方創
生を推進

2019年文部科学省「高校と地域をつなぐ人材の在り方研究会」報告書をもとに（一財）地域・教育魅力化プラットフォームにて作成

17
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コーディネーター配置に活用できる財源一覧

2019年　文部科学省「高校と地域をつなぐ人材の在り方に関する研究会」公表資料を基に弊財団作成

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1418217.htm　

• コーディネート機能を充実させるために、高校改革、地方創生、産業界等との連携など、目的に応じて各

省庁の財源を効果的に活用。

✔ 普通科改革支援事業
✔ 高等学校 DX加速化推

進事業（DXハイスクー
ル）

✔ 二地域居住コーディ
ネーターの配置

✔ 地域プロジェクトマネー
ジャー

✔ 公立高校と産業界等との連携
の推進によるコーディネーター
配置

✔ 地域おこし協力隊
✔ 地域活性化起業人（派遣型・企

業型）

文
部
科
学
省　
施
策

総
務
省
 
施
策

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1418217.htm
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事業 財政措置 備考 種類

文
部
科
学
省

高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール） 継続校500万/校
新規採択校1,000万円/校

重点類型の場合は継続
700万円、新規1200万円

補助金

公立高校と産業界等との連携の推進によるコー
ディネーター配置

1校あたり500万円（0.5措置）※１ 特別交
付税措
置

総
務
省

自治体が実施する二地域居住・関係人口施策へ
の支援（二地域居住コーディネーターの配置）

１人当たり500万円上限　（1.0）※１
（兼任の場合40万円上限）

二地域居住・関係人口施
策に要する経費は措置率
0.5×財政力補正

地域おこし協力隊 550万円/人（報償費等上限350万円
その他の経費200万円）

地域活性化起業人制度（企業派遣型・副業型） 企業派遣型：年間上限590万円/人　
副業型：報酬費等100万円/年・経費100万円

派遣型は派遣元企業と自
協定書を締結
副業型は企業人と契約

地域プロジェクトマネージャー 報償費等上限680万円/人 1市町村あたり2名、上限3
年/職員として任用

内
閣
府

高校生の地域留学推進のための高校魅力化支
援事業

1申請800万円 補助金

新しい地方経済・生活環境創生交付金
第２世代交付金（ソフト事業）

½ 国負担 単年度事業
広域連携事業

交付金

コーディネーター等の人件費に関する財源一覧　 ※R7.11.4時点

※１は新設  赤字は令和7年度拡充
※上記の情報は令和7年2月14日時点の省庁等の公表資料をもとに作成した資料です。詳細については省庁の交付要綱等をご確認ください。
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高等学校DX加速化推進事業（ DXハイスクール）

文部科学省

•情報Ⅱや数学Ⅱ・B、数学Ⅲ・C等の履修推進（遠隔授業の活用を含む）

•情報・数学等を重視した学科への転換、コースの設置

•デジタルを活用した文理横断的・探究的な学びの実施

•デジタルものづくりなど、生徒の興味関心を高めるデジタル課外活動の促進

•高大接続の強化や多面的な高校入試の実施

•地方の小規模校において従来開設されていない理数系科目（数学Ⅲ等）の遠隔授業による実施

•専門高校において、デジタルを活用したスマート農業やインフラDX、医療・介護DX等に対応した高度な専門

教科指導の実施、高大接続の強化

学校設置者等

事業スキーム

補助

ICT機器整備（ハイスペックPC、３Dプリンタ、動画・画像生成ソフト等）、遠隔授業用を含む通信機器整備、

理数教育設備整備、専門高校の高度な実習設備整備、専門人材派遣等業務委託費　等

•海外の連携校等への留学、外国人生徒の受入、外国語等による授業の実施、国内外の大学等と連

携した取組の実施等

•文理横断的な学びに重点的に取り組む新しい普通科への学科転換

・産業界等と連携した最先端の職業人材育成の取組の実施

大学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その政策効果を最大限発揮するためにも、高校段階に
おける
デジタル等成長分野を支える人材育成の抜本的強化が必要

現状・課題

情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、専門的な外部人材の活用や大学等との連携などを通じて
ICTを活用した探究的・文理横断的・実践的な学びを強化する学校などに対して、そのために必要な環境整備の経費を支援
する

事業内容

• 大学段階における理工
系学部・学科の増

• 自然科学（理系）分野の
学生割合５割目標

• デジタル人材の増デジタル等成長分野
の
学部・学科への
進学者の増

成長分野
の

担い手増
加

DXハイスクー
ル

大
学

採択校に求める具体の取組例   （基本類型・重点類型 共通）

採択校に求める具体の取組例

支援対象例

重点類型（ グローバル型、特色化・魅力化
型、プロフェッショナル型（半導体重点枠を
含む））

（ ）

支援対象等 箇所数・補助上限額   ※定額補助

（担当：初等中等教育局参事官（高等学校担当）付）

公立・私立の高等学校
等

（1,200校程度）

• 継続校　　　　　　　　　： 1,000校 ×   　500万円（重点類型の場合 700万円）
• 新規採択校　　　　　　：   200校　×　1,000万円（重点類型の場合 1,200万円）
• 都道府県による域内横断的な取組： 47都道府県　×　1,000万円
   ※必須要件に加えて、各類型ごとの取組を重点的に実施する学校を重点類型

　　　として補助上限額を加算（80校（半導体重点枠を含む））　　　

令和6年度補正予算額　（案）　　　 74億円

令和7年度予算額（案） 2億円

（新規）



高等学校DX加速化推進事業（ DXハイスクール）

（ ）

• 「その他普通教育を施す学科として適当な規

模及び内容があると認められる学科 （新しい

普通科）」を設置 していること   又は当該年度

中に設置することを対外的に公表すること

• 設置する新しい普通科が目指す特色・魅力あ

る教育の実現に向けたスクールポリシーを策

定する

• 探究学習の充実等のため関係機関との  連携

協力を担うコーディネーターを配置 すること

• コンソーシアムを置く等 関係機関等との   連携

協力体制を整備 すること　等

重点類型では、情報Ⅱ等の教科・科目の開設等、デジタル環境の整備と教育内容の充実の必須要件に加えて、それぞれの類型ごとの以
下の要件を満たす取組を重点的に実施する高校に対して、単価を加算して支援重点類型

• 海外の連携校等への短期・長期留学や海

外研修等 をカリキュラムの中に体系的に位

置づけて、対象となる生徒が経験する

• 海外の連携校等から 外国人生徒を受け入

れ、日本人生徒と外国人生徒が一緒に外国

語等での授業を履修する

• 外国人生徒を自校での卒業を前提に受入

れ、日本での進学・就職を目指し、 デジタル

を活用した文理横断的・探究的な学びを実施

する

• 国内外の大学、企業、国際機関等と協働

し、国内外の高等学校等との連携による高

校生国際会議等を行う　等

グローバル型 特色化・魅力化型

• 専門高校と産業界等の連携体制を構築 す

ること

• 企業等の技術者・研究者等による授業・実

習や最先端のデジタル機器等の共同利用

等を行うこと　等

プロフェッショナル型

• 半導体に関する教科・科目を開設 すること　

等

プロフェッショナル型
（半導体重点枠）

普
通
科

普通科

学際領域に関する学科

地域社会に関する学科

その他（デジタル人材育成
を目指す学科）

その他（STEAM教育を重視す
る学科）

21 

(例)
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令和7年1月24日通知　総務省　地域力創造グループ
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/

総務省　地域力創造グループ
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★二地域居住希望者等に対する情報発信に係る財政措置

・相談会、セミナー等の開催に要する経費

・関連イベント等への相談ブースの出展に要する経費

・各地方自治体のホームページや東京事務所等における情報発

信に要する経費

・コワーキングスペースの紹介などテレワーク環境の発信に要す

る経費

・二地域居住等の促進のためのパンフレット・プロモーション動画

等の制作に要する経費

・二地域居住者等の登録のためのシステムの構築・維持に要する

経費（※１）  等

★二地域居住希望者等に対する情報提供や相談対応等を行うコーディネーターの設置に係る財政措置

・二地域居住・関係人口に関する施策の企画・立案・実行の支援　　　・二地域居住希望者等への情報提供や相談対応、円滑な地域生活へ

の支援

・「デュアルスクール」・保育園留学における児童生徒の円滑な就学・保育の支援　　　・地域留学の支援（※４）   等

★二地域居住希望者等が地域での具体的な生活等の相談がで

きる窓口の設置に係る財政措置

・地域内の相談窓口の設置に要する経費

・都市部等の地域外での相談窓口の設置に要する経費

  

★二地域居住を検討する上での不安・懸念を軽減、払拭することを目

的とした体験の実施等に係る財政措置

・「二地域居住体験ツアー」等の実施に要する経費

・地域留学のプログラムづくりに要する経費

・「デュアルスクール」や保育園留学のプログラムづくりに要する経費

・移住体験住宅・サテライトオフィス・コワーキングスペース・ワーケー

ション施設の整備に要する経費（※２）

・地域住民との交流機会やプログラムの実施に要する経費

・地域のファンクラブの設置に要する経費

・二地域居住意識動向の調査に要する経費   等

情報発信

相談窓口の設置

きっかけづくり

コーディネーターによる支援

自治体が実施する二地域居住・関係人口施策への支援（特別交付税措置）

　総務省では、都道府県・市町村が実施する以下の経費に対し、特別交付税措置を講じることとしている。

● 地方自治体が実施する二地域居住・関係人口施策に要する経費（措置率０．５ ×財政力補正）
● 「二地域居住コーディネーター」の設置に要する経費（１人当たり５００万円上限（兼任の場合４０万円上限））

（※１）二地域居住者等の登録のた
めのシステムの構築に要する経
費であって、デジタル活用推進事
業債（仮称）の対象とならないも
のについては、本特別交付税措
置の対象となる。

（※２）民間事業者が実施主体とな
る整備は新築する場合を除く。地
方自治体が実施主体となる整備
は地域活性化事業債の活用が
可能である。なお、地域活性化事
業債の対象経費については、本
特別交付税措置の対象とはなら
ない。

（※３）二地域居住者の交通費への
支援等の現金給付は対象外。

（※４）地域外からの学生の受入れ
を主たる目的としたものに限り、
学校魅力化を主たる目的としたも
のを除く。また、当該地方自治体
の地方創生総合戦略等の計画
に位置付けられたものに限る。

（※５）二地域居住・関係人口施策に
ついては、移住・定住対策と一体
的に実施することもある。二地域
居住・関係人口施策を主たる目
的とする事業の場合は、二地域
居住・関係人口施策に係る特別
交付税措置、移住・定住対策を
主たる目的とする事業の場合
は、移住・定住施策に係る特別
交付税措置として算定する。

★二地域居住希望者等の就職や兼業・副業の支援又は住居支援に

係る財政措置

・二地域居住希望者等に対する就職や兼業・副業の支援、住居支援

（空き家バンクの運営、住宅改修への助成）（※３）   等

受入環境の整備
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三大都市圏※1等に所在する企業と地方圏の地方自治体が、協定書に基づき、社員を地方自治体に一定期間（６か月から
３年）派遣し、地方自治体が取り組む地域課題に対し、社員の専門的なノウハウや知見を活かしながら即戦力人材として業
務に従事することで、地域活性化を図る取組です。（副業型・シニア型は、個人と地方自治体が契約を結び、地方自治体の
業務に従事）

地域活性化起業人制度とは？



地域活性化起業人制度





A．そもそも理解の壁
「どんな人が適任？」「何をしてもらうの？」といった基本的な問いが、導入のハードルになること
もあります。
➢ 文科省の「３色図」がおすすめ！

B．財源の壁
予算が限られていて、新たな人材配置は難しい
➢ 文科省、総務省、内閣府交付金の他、後援会、 PTA会費など、広がっています！

C．人材確保の壁
求人を出しても「知られていない」「応募がない」という声も
➢ 文科省、総務省、内閣府交付金の他、後援会、 PTA会費など、広がっています！

1人の配置から、副業・兼業・地域の団体への業務委託など組み合わせていく配置へ

D.   活躍の壁
「配置はしたけれど、現場でどう動いていいかわからない」「受け入れ側の理解不足」といったミスマッチ
も。

➢ 隣接分野やエリア単位の研修、地域みらい留学自治体ネットワークでの学び合い

34

情報提供まとめ
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３．事例紹介
　　企業人材による生徒募集業務支援の実践

　宮崎県えびの市・飯野高校　 地域活性化起業人（副業型）

 　 パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社　金子 彩さん

　 ・副業という形で地域に関わるまでの経緯
 　・飯野高校との協働の実践と課題

地域みらい留学参画校において
「企業派遣型」「副業型」の新たな事
例が生まれました！
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地域みらい留学３自治体にて新たに  「リソース・コーディネーター」が着任！！

島根県立隠岐島前高
校

北海道池田町

宮﨑県えびの市
副
業

副
業

派
遣

リソース・コーディネーター とは、
社会資源（ひと・もの・こと・金）と地域
をつなぐ外部人材



37

自治体 宮﨑県えびの市 北海道池田町 海士町

財源 地域活性化起業人（副業型）
※特別交付税

地域活性化起業人（派遣型）
※特別交付税

第2世代交付金
※国１ /２　

課題 海外連携など魅力的なコンテンツはあ
るものの、情報発信や広報活動が十分
に行き届いていない

高校魅力化に着手して間もないため、地
域資源の分析や事業の方向性を検討が
必要

高校生と都市部企業との連携強化
プロジェクトをさらに充実・深化させたい

人材
ニーズ

広報戦略の立案・実行や情報発信を強
化できる人材

事業戦略の策定やビジョン構築をリード
し、持続可能な事業運営を推進できる人
材

寄付促進のマーケティングや企業連携
を推進できる人材

企業名 パーソルプロセスデザイン株式会社 ニコン日総プライム株式会社 パーソルホールディングス株式会社

業務
内容

・「地域みらい留学」の広報業務
・魅力の発信及び現状分析
・保護者向け情報発信の充実

・地域みらい留学の生徒募集業務
・現状分析、他地域事例
・高校存続の取り組みの方向性の素案策
定

・高校生の探究テーマの伴走や
　企業との連携、接続
・マンスリーサポーター等の拡大

活動
形態

報酬

・月1回えびの市へ訪問
・月20時間程度従事
（基本的にはリモート）
・月５万円～７万円/旅費別途
・業務委託契約

・月の半分は業務に従事
・現地で住宅を借り、業務開始
（デスクは企画財政課に配置）
・派遣元と協定書を締結

・月20時間程度
・関東でのイベント等に参加
（基本的にはリモート）
・業務委託契約

リソース・コーディネーターの業務内容

・「地域みらい留学の広報活動・情報発信」 といった業務は、外部人材が関わりやすい領域。また「現状分析・
ビジョン構築」「都市部の企業との連携」といった地域の課題に応じた業務設計が要所
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宮崎県えびの市・飯野高校　  地域活性化起業人（副業型）事例
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宮崎県えびの市・飯野高校　  地域活性化起業人（副業型）事例
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宮崎県えびの市・飯野高校　  地域活性化起業人（副業型）事例
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宮崎県えびの市・飯野高校　  地域活性化起業人（副業型）事例　質疑応答

① 応募のきっかけをたどる

Q1. どうやってこのプロジェクト（または地域）を知りましたか？

Q2. 「やってみよう」と思った決め手は何でしたか？

② 副業ならではの価値・強みを引き出す

Q3. 副業でやるのは難しいという声もありますが、実際にどうでしたか？

Q4. 逆に、“副業だからこそできた”と思うことがあれば教えてください。
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参考情報：地域 ×教育のプロジェクトに、副業として関わりたい企業人材が 200名！

隠岐島前地域副
業

● 副業人材募集をパーソルホールディングと連携して
　　トライアルとして実施（令和7年4月-5月）
● 広報、採用事業、商品企画等多方面な分野からエントリー200名！

稼働時間：月20時間程度　費用：月5万円
勤務形態：フルリモート　 期間：3カ月程度

（費用は報酬＋マッチング手数料含む）
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・起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体　※
　（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

・派遣元企業に対する負担金など起業人の受入に要する経費  上限額    年間５６０万円／人（派遣型）
・自治体が負担する契約期間に要する経費　　　　　　　　  上限額　年間２００万円／人（副業型）

（自治体の動き）企業人材の募集、マッチング、派遣（着任）までの流れ

・まず、配置目的、業務内容を明確にし、人件費及び募集経費を予算化

予算要求

　7月　　　8月　　　9月　　　10月　　　11月　　　12月　　１月　　　

自治体 議会可決
面談
内定

着任
活動

契約準
備

募集

・弊財団は企業人材の母集団を形成し、即戦力となる人材を早期にマッチング

・トライアル実施のため、マッチングに係る経費については個別にご相談ください。

特
別
交
付
税

起業人の受入れ準備経費　

・50万円～100万円（税込）

・業務設計及び募集PR・マッチングシステム利用料

企業人材を対象とした、高校魅力化、

地域留学等のセミナー等を実施し、

クローズコミュニティを醸成

　

・10月より地域化起業人（副業型）を公募する場合のスケジュール

CPF

企業
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参画自治体のみなさまへのご案内（まとめ）

本ページへの求人情報掲載を希望される自治体様を募集 しております（掲載無料）。

ご希望の方は、以下の情報を添えて事務局までご連絡ください。　

①自治体名　②学校名　③雇用形態　④画像(横型１枚）⑤URL　⑥掲載期間

１．「WEBサイト」掲載自治体の募集について

２．地域活性化起業人（派遣型・副業型）の活用に
　　ご関心のある自治体の皆様へ

ご関心をお持ちの自治体様には、個別にご相談を承っております。

お気軽に事務局までお問い合わせください。

３．参加者アンケート


